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【EU】人身取引に関する指令の改正 
 

海外立法情報課 田村 祐子 

 

＊2024 年 6 月 13 日、人身取引に関わる犯罪防止及び対策の強化や被害者保護の拡充等を図る

ため、人身取引に関する 2011 年の指令を改正する指令が制定された。 

 

1 改正の経緯 

EU では、EU 基本権憲章第 5 条第 3 項1で人身取引を禁止しており、これまでの人身取引へ

の対策は、2011 年制定の人身取引に関する指令2（以下「2011 年指令」）に基づいて行われて

きた。欧州委員会は、2021 年 4 月公表の「人身取引との闘いに関する EU 戦略（2021-2025）」
3の中で、2011 年指令の評価を行った上で改正を検討するとしており、2022 年 12 月 10 日、2011

年指令を改正する指令案（COM(2022)732）を提出した。指令案は、2024 年 1 月 23 日、複数の

修正と追加4を経て欧州議会及び EU 理事会の間で合意に至り、同年 4 月 23 日に欧州議会で、

同年 5 月 27 日に EU 理事会で承認された後、同年 6 月 13 日、「人身取引の防止及び［人身取

引との］闘い並びにその被害者の保護に関する指令 2011/36/EU を改正する 2024 年 6 月 13 日

の欧州議会及び理事会指令（EU）2024/1712」5（以下「2024 年指令」）として制定され、同年

7 月 14 日に施行された。加盟国は、2026 年 7 月 15 日までに、この指令の規定を国内法化する

ことが求められる（2024 年指令第 2 条）。 

 

2 改正の主な内容 

2024 年指令は、全 4 か条から成る。2011 年指令の改正は第 1 条で行われており、その主な内

容は、次のとおりである6。 

（1）代理出産、強制結婚及び違法な［手段を用いた］養子縁組の明文化（第 1 項） 

2011 年指令第 2 条は、搾取を目的とする、暴力等の手段を用いた人の獲得、輸送、収受等の

行為を処罰する義務を加盟国に課しており、搾取には、性的搾取、強制的な労働等7を含むと規

定していた。2024 年指令は、当該搾取に、代理出産、強制結婚及び違法な［手段を用いた］養

子縁組が含まれることを明文化した8。 

 
＊ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2024 年 12 月 4 日である。［］内は筆者の補記である。 
1 Charter of Fundamental Rights of the European Union, OJ C,202, 7.6.2016, p.394. <http://data.europa.eu/eli/treaty/char_2016/oj> 
2 Directive (EU) 2011/36/EU, OJ L101, p.1, 15.4.2011. <http://data.europa.eu/eli/dir/2011/36/oj>; 矢部明宏「【EU】人身

取引に関する指令の制定」『外国の立法』No.248-2, 2011.8, pp.10-11. <https://doi.org/10.11501/3050676> 
3 European Commission, “Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, the European

Economic and Social Committee and the Committee of the Regions on the EU Strategy on Combatting Trafficking 
in Human Beings 2021-2025,” COM (2021) 171, 2021.4.14, p.6. <https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=
CELEX%3A52021DC0171&qid=1729570757704> 

4 国際的な保護を必要とする被害者に関する規定（後掲注(11)）等が追加された。 
5 Directive (EU) 2024/1712, OJ L, 2024/1712, 24.6.2024. <https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2024/1712/oj> 
6 以下、特に断りがない限り、項名は 2024 年指令第 1 条のものである。 
7 搾取には、少なくとも、①他の者を売春させて搾取すること若しくはその他の形態の性的搾取、②物乞いを含む強

制的な労働若しくは強制的な役務［の提供］、③奴隷化若しくはこれに類する行為、④隷属、⑤犯罪行為を行わせ

て搾取すること又は⑥臓器摘出が含まれるものとする（2011 年指令第 2 条第 3 項）。 
8 従来、代理出産、強制結婚及び違法な［手段を用いた］養子縁組は、2011 年指令の人身取引犯罪の対象に含まれる

と解釈されていた（2024 年指令前文(6)）。 
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（2）情報通信技術を用いた犯罪への対応（第 2 項） 

処罰の加重事由に関して、従来、2011 年指令第 4 条第 3 項は公務員が勤務中に同指令第 2 条

に規定する犯罪に関わった場合についてのみ規定していた。2024 年指令は、これに加えて、加

害者が情報通信技術を利用して、［第 2 条に規定する犯罪の］被害者に関する性的な性質の画

像や動画等の拡散を助長し、又は実行した場合も加重事由とみなすよう加盟国に義務付けた。 

（3）法人への制裁措置の追加（第 3 項、第 4 項） 

2011 年指令第 5 条は、法人が行った同指令第 2 条及び第 3 条9に規定する犯罪の責任を問う

義務を加盟国に課していたが、2024 年指令によって第 18a 条（後述）に規定する犯罪が加えら

れた（第 3 項）。2011 年指令第 6 条は、人身取引に関わった法人に対する制裁措置として、罰

金刑や課徴金のほか、事業活動の実施資格の剥奪や犯罪に使用された施設の閉鎖等を科し得る

ことを規定していた。2024 年指令は、これらの措置に加えて、入札手続等の公的資金へのアク

セスからの排除、犯罪につながる活動に関わる許認可の取消し、犯罪に対する判決及び科され

た制裁の公表等を制裁措置に含めた（第 4 項）。 

（4）被害者保護の拡充（第 9 項） 

2011 年指令第 11 条第 4 項は、被害者の早期の身元確認、援助、支援のための仕組みの設定

を加盟国に義務付けていた。2024 年指令は、この仕組みの詳細について、被害者の捜索及び早

期の身元確認を行うための最低限の規定を設ける10こと、国際的な保護を必要とする被害者に

対して、援助、支援及び保護が提供されるよう庇護（ひご）当局と協力協定を締結すること11等

を含むものとした。また、同条第 5 項は、被害者への支援措置として適切かつ安全な宿泊施設

の提供を規定していたが、被害者の保護及び支援の更なる充実を目的として12、2011 年指令第

11 条第 5a 項を新たに設け、宿泊施設の要件を①十分な数が提供され、人身取引の被害者が容

易にアクセスできること、②自立を視野に入れた生活環境を提供し、被害者の回復を支援する

こと、③被害者が子供の場合、特定のニーズに対応できる設備を備えることと定めた。 

（5）被害者が提供する役務の利用の犯罪化（第 15 項） 

人身取引の被害者が提供する役務の利用13に関する犯罪について、2011 年指令第 18a 条とし

て新たな規定を設けた14。同条は、2011 年指令第 2 条に規定する犯罪の被害者が提供する役務

を利用する場合であって、役務を提供する者が被害者であることを利用者が知っているときに

は、当該役務の利用を犯罪とすることを加盟国に義務付ける。 

（6）データ収集の義務化（第 17 項） 

データ収集に関する新たな規定として、2011 年指令第 19a 条を設けた。加盟国は、統計デー

タを記録し、作成し、及び提供するためのシステムを整備する義務を負い、原則として毎年 9

月 30 日までに当該統計データを欧州委員会に提出しなければならない。 

 
9 第 2 条の犯罪の扇動、幇（ほう）助、教唆又は未遂を処罰する義務を加盟国に課す（2011 年指令第 3 条）。 
10 前文では、管轄当局、市民社会組織及びその他の利害関係者を特定し、連絡手段や連絡手順を含め、各自の責務を

規定する必要があるとしている（2024 年指令前文(15)）。 
11 関連して、2011 年指令第 11a 条を設け、加盟国に対し、人身取引対策に関わる当局と庇護当局との間の補完及び

調整を保障する義務と、被害者が国際的な保護等を申請する権利の行使を保障する義務を課した（第 10 項）。 
12 前文では、加盟国は、人身取引の被害者特有のニーズに対応する設備を備えたシェルター及び安全な宿泊施設を

被害者が使用できるようにすべきであるとしている（2024 年指令前文(16)）。 
13 人身取引の搾取の枠組み内で提供される役務の利用者のみを対象とし、製品の購入者は対象外とする（2024 年指

令前文(26)）。 
14 2011 年指令にも類似の規定があったが、犯罪化を検討するにとどまっていた（2011 年指令第 18 条第 4 項）。 
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